
















要    約:本研究では、病院等における勤務助産婦の新生児訪問指導事業におけるマンパ

ワーとしての活用の可能性を検討することを目的とした。勤務助産婦が本事業を実施して

いる近畿の 2助産婦会(①大阪府助産婦会  ②和歌山県助産婦会)およぴ大阪府下の 4病院

(①近畿大学医学部附属病院  ②耳原総合病院  ③阪南中央病院  ④ベルランド総合病院)

を対象に、取り組みの経緯、実績、今後の課題等について検討した。

  その結果、助産婦会としての取り組みとして最もスムースな運営形態は会への全面委託

であることが分かった。病院での取り組みでは、公的事業の一環として実施していたのは

1 施設であった。他の 3 施設は  限られた定員数の中で、ハイリスク母子のフォローとし

て必要性に迫られ、勤務時間外の活動も含め、助産婦の個人的努力に負う所が多かった。

  しかし、継続的母子支援としての訪問活動による助産婦としての学びも多く、実施者の

訪問活動への関心は高い。

  今後、公的事業の一環として拡大していく方向の努力が望まれる。そのためには、行政、

助産婦会、病院等関係者の話し合い、調整が必要である。病院からの取り組みの拡大のた

めには、公的補助金制度を導入し、非常勤職員ででも、本事業の要員としての各施設にお

ける助産婦の確保が必要である。


